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基本構想

基本計画

本町の将来像、施策の方針

行政として取り組むべき分野別施策

27の施策と76の施策展開の方向からなる

重点プロジェクト

（総合戦略）
人口減少に対応するために、分野を横断した、

特に重点的に取り組むべき施策

実施計画
目標達成のための具体的な事業の計画

効果検証会議で見直しを行う
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高石市 堺市 忠岡町 貝塚市 泉佐野市 泉大津市
製造品出荷額 (億円) 7518.6 35186.7 557.2 2516.7 2607.7 1541.7
人口 （人） 58,162 844,030 17,427 88,813 100,813 75,577
一人当たり製造品出荷額 （万円） 1292.7 416.9 319.7 283.4 258.7 204.0

泉大津市 泉南市 岸和田市 和泉市 田尻町
製造品出荷額 (億円) 1541.7 889.6 2450.2 1905.4 68.2
人口 （人） 75,577 63,311 198,017 186,765 8,588
一人当たり製造品出荷額 （万円） 204.0 140.5 123.7 102.0 79.4

785.0 
702.0 641.1 

507.9 563.6 
447.2 501.9 543.2 590.4 580.7 557.2 

0

200

400

600

800

1,000

2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

（億円）

製造品出荷額



8 

80.0 

25.5 

14.1 

2.4 1.7 1.6 1.4 0.5 0.5 0.3 1.6 1.8 1.0 0.9 0.7 0.9 0.6 0.3 0.4 0.5 

17.8 

28.9 

16.7 

2.1 1.5 1.9 2.3 1.3 2.2 0.4 
0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

家
具
・
装
備
品
製
造
業

家
具
を
除
く

木
材
・
木
製
品
製
造
業

繊
維
工
業

金
属
製
品
製
造
業

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品
製
造
業

（
一
部
事
業
を
除
く
）

化
学
工
業

生
産
用
機
械
器
具
製
造
業

輸
送
用
機
械
器
具
製
造
業

鉄
鋼
業

印
刷
・
同
関
連
業

特化係数（付加価値額） 特化係数（労働生産性） 特化係数（従業者数：事業所）



9 

図表 人口ピラミッド（2020（令和 2）年 3 月時点）    図表 人口ピラミッド（2045 年時点） 
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性別・年齢別 N =

全   体 708

男性 291

女性 398

10歳代 10

20歳代 51

30歳代 84

40歳代 130

50歳代 118

60歳代 157

70歳以上 151
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できればずっと住み続けたい 現在の住居は変えたいが、引き続き忠岡町内に住み続けたい

一旦、忠岡町外に移り、いずれ戻ってきたい 忠岡町外に転出したい又は転出する予定

分からない 無 回 答
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％  

礼儀作法や規範教育

の推進

いじめや不登校に対

する施策の推進

基礎学力を培う施策

の推進

豊かな人間性を培う

情操教育の推進

道徳教育の推進
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％

携帯ラジオ・懐中電灯・医

薬品などを準備している

食料や飲料水を準備してい

る

地震保険に加入している

貴重品などをすぐに持ち出

せるようにしている

避難する場所や避難ルート

を確認している
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問35 災害時の備えや行動について重要だと思うこと〔％〕

全体 N =

自分自身で自分の命や身の安

全を守ること（自助）
708

地域の住民や地元企業などが

協力し、相互の助け合いを行

うこと（共助）

708

国や地方公共団体による救助

活動（公助）
708

65.5

38.3

51.1

18.1

30.6

24.4

11.9

22.5

17.4

1.4

4.7

2.7

0.1
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非常に重要だと思う 重要だと思う 必要だと思う ある程度必要だと思う

あまり必要だと思わない 分からない 無 回 答
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生きる力を培う学校教育

子どもや若者の健全育成

生涯学習

生涯スポーツ

地域文化の継承

健康づくり

子育て支援

高齢者福祉
障がい者（児）福祉

地域福祉

社会保障制度の適正運営

平和で人権が尊重された社会

男女共同参画社会

多文化共生社会

地球環境保全

循環型社会

地域環境保全

危機・防災・減災対策

防犯・交通安全対策

消防・救急救命体制

既存商工業の振興

地域に根差した新ビジネス

農業・漁業

生活・都市基盤 計画的なまちづくりと良好な住宅

水と緑の環境の保全

上下水道の充実

効率的な行政運営

行財政改革

地域情報化

広域連携

開かれた町政

住民主体のまちづくり

協働のまちづくり

定住・移住促進

魅力づくり

魅力発信

1.68

4.18

6.68

-2.83 -0.33 2.17

← 満足度が低い 満足度が高い →

←

重

要

度

が

高

い

重

要

度

が

低

い→

重

要

度

平

均

値

満足度平均値
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（％）

保健や医療体制等が充実し子どもから

お年寄りまで安心して暮らせるまち

交通事故や犯罪、災害のない、安全で

安心して暮らせるまち

子育てがしやすく教育環境が整い子ど

もがのびのびと成⾧できるまち

56.6

36.3

29.8

53.6

32.6

29.9

58.8

39.2

29.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

全体 （N＝708） 男性 (n=291) 女性 (n=398)

（％）

結婚・出産・子育てに対する一貫

した支援サービスの充実

税金や公共サービス利用料金の減

額などによる経済的負担の軽減

医療費の助成といった地域医療や

各種福祉サービスの充実

35.6

34.7

34.0

38.1

34.4

29.9

33.2

35.7

36.9

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

全体 （N＝708） 男性 (n=291) 女性 (n=398)
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子育てしやすいまちづくり

みんなが輝けるまちづくり

安全・安心なまちづくり

人の流れをつくるまちづくり

みんなでつくる、日本一小さい、

子育てしやすいまち

子ども・教育

産業・雇用

健康・福祉

安全・安心

環境と都市基盤

移住・定住

まちの運営

キャッチフレーズ等を挿入予定です 
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（人）

社人研準拠推計' ※2020年以降の人口は住民基本台帳（2020年3月）を基に推計

目標とする将来人口（2030年に出生率が1.6に向上＋24～49歳の移動均衡）

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年

社人研準拠推計' ※2020年以降の人口は

住民基本台帳（2020年3月）を基に推計
17,298 17,082 16,634 16,032 15,375 14,686 14,006 13,327 12,578 11,765 10,898

目標とする将来人口（2030年に出生率が

1.6に向上＋24～49歳の移動均衡）
17,298 17,082 16,751 16,336 15,875 15,359 14,816 14,265 13,641 12,952 12,211
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（％）
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将来像 基本目標 基本方針 基本施策
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施策展開の方向
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